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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期

会計期間

自 平成20年
　 ４月１日
至 平成20年
　 ９月30日

自 平成21年
　 ４月１日
至 平成21年
　 ９月30日

自 平成22年
　 ４月１日
至 平成22年
　 ９月30日

自 平成20年
　 ４月１日
至 平成21年
　 ３月31日

自 平成21年
　 ４月１日
至 平成22年
　 ３月31日

売上高 (千円) 8,351,7058,212,4228,886,92216,528,71716,731,746

経常利益 (千円) 1,132,581841,795653,1392,217,8741,787,120

中間(当期)純利益 (千円) 655,745471,357352,4041,285,8701,022,339

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 4,500,0004,500,0004,500,0004,500,0004,500,000

発行済株式総数 (株) 120,000120,00090,427120,00090,427

純資産額 (千円) 14,384,19015,350,03215,982,13715,014,31515,901,014

総資産額 (千円) 17,173,89720,473,16323,180,47117,388,76419,000,174

１株当たり純資産額 (円) 159,069.65169,750.55176,740.77166,037.97175,843.66

１株当たり中間(当期)純利益
金額

(円) 7,251.665,212.583,897.1114,219.9811,305.69

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 1,500.003,000.00

自己資本比率 (％) 83.8 75.0 68.9 86.3 83.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,135,5371,949,4832,116,7302,365,7953,295,162

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △713,768△1,707,3921,883,749△1,800,660△1,892,312

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △144,229△242,037△3,494,837△157,294△2,639,612

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 2,823,7512,954,1052,222,9322,954,0521,717,289

従業員数 (人) 204 211 209 199 199

(注)１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　上記の従業員数には、受入出向者が含まれております。

５　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(人) 209

(注)　従業員数は、就業人員(社外から当社への出向者を含む)であります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は、結成されておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

　信用金庫を取り巻く環境は、依然として民需の自律回復力が弱く、短期的には経済対策の効果が薄れる

影響で景気は減速傾向で推移することが予想され、信用金庫の取引先である中小企業の業況は、なお予断

を許さない状況にあります。

　こうした状況の中、信用金庫は、金庫経営の一層の健全化と経営体制の充実を図り、地域金融・中小企業

金融の担い手として、それぞれの地域で安定的かつ円滑な金融機能を十分に発揮することが期待されて

いるところであります。

　当社は、信用金庫業界のシステム中枢センターとして、近年、進展の著しい情報通信技術の動向を見極

め、全国の信用金庫がそれぞれの地域において、その信用金庫ならではの経営戦略を展開していくための

安全かつ適切なシステムサービスを提供するとともに、業界全体におけるシステムの効率性の向上とシ

ステムコストの削減のために努めてまいりました。

　具体的には、基幹系システムの更改（ＣＤ系/ＡＮＳＥＲシステム平成21年５月稼動、為替/データ伝送

システム平成22年５月稼動）、中小企業向けＪ－ＳａａＳ基盤とインターネットバンキングシステムと

のデータ連携、投信インターネットサービスにおける電子帳票交付対応（基本機能）が完了し、上半期に

サービス提供を開始しました。

　また、でんさいネット（電子記録債権）への対応、第６次全銀システム更改への対応、ＩＣキャッシュ

カードの基本形移行にかかる対応、ＭＰＮダイレクト方式への対応等を行っています。

　これらの事業活動の結果、当中間会計期間における売上高は前年同期比674,500千円増の8,886,922千

円、経常利益は前年同期比188,655千円減の653,139千円、中間純利益は前年同期比118,953千円減の

352,404千円を計上いたしました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当中間会計期間のキャッシュ・フローについては、前年同期と比べ、営業活動により167,247千円増加

し、投資活動により3,591,141千円増加し、財務活動により3,252,799千円減少し、この結果、現金及び現金

同等物は731,172千円の減少となり、当中間会計期間末残高は2,222,932千円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、全国の信用金庫の情報データ中継センターとして、コンピュータによる情報の処理及び提供を

行っておりますので、受注残及び処理残はありません。

従いまして、販売実績と生産実績が同額となりますので、生産実績につきましては記載を省略しており

ます。

　
(2) 受注実績

受注方式はとっておりません。

　
(3) 販売実績

当中間会計期間における販売実績をサービスの内容別に示すと、次のとおりであります。
　

内容別 販売高(千円) 前年同期比(％)

コンピュータサービス収益 　 　

全国信用金庫データ通信システムサービスに係る利用料金 904,638 18.2

CDオンライン提携システムサービスに係る利用料金 1,516,207 △0.1

しんきん共同自動通知システムサービスに係る利用料金 1,443,610 △11.0

しんきんデータ伝送システムサービスに係る利用料金 538,781 △0.4

しんきん個人信用情報システムサービスに係る利用料金 27,286 △0.7

(社)しんきん保証基金業務受託に係る収益 1,149,162 91.5

しんきんATMキャッシングシステムに係る利用料金 99,078 △27.0

信用金庫REの運営・管理収益 186,526 2.0

外国為替の運営・管理収益 101,640 11.9

Face To Faceの運営・管理収益 233,785 △1.5

共同センターバックアップシステムの運営・管理収益 38,524 134.6

投信窓販の運営・管理収益 674,543 7.4

デビットカードシステムサービスに係る利用料金 98,249 △3.0

企業信用格付システムサービスに係る利用料金 23,650 △70.8

確定拠出年金システムサービスに係る利用料金 124,980 △10.5

しんきんインターネットバンキングシステムサービスに係る
利用料金

1,381,617 11.6

マルチペイメントネットワークシステムサービスに係る利用
料金

82,937 3.7

その他システム開発サービス等収益 261,701 26.6

合計 8,886,922 8.2

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

相手先

前中間会計期間 当中間会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

(社)しんきん保証基金 ― ― 1,150,871 13.0

(注)  前中間会計期間の(社)しんきん保証基金については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略して

おります。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　

　

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

　

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

当中間会計期間末の総資産は、前事業年度末比4,180,296千円増加し、23,180,471千円となりました。流

動資産は同652,738千円減少の7,657,509千円、固定資産は同4,833,035千円増加の15,522,961千円となり

ました。

流動資産減少の主な要因は現金及び預金の減少、固定資産増加の主な要因はリース資産の増加による

ものです。

当中間会計期間末の総負債は、前事業年度末比4,099,173千円増加し、7,198,333千円となりました。流

動負債は同644,916千円増加の2,759,817千円、固定負債は同3,454,257千円増加の4,438,515千円となり

ました。

流動負債及び固定負債増加の主な要因はリース債務の増加によるものです。

当中間会計期間末の純資産は、中間純利益352,404千円を計上する一方で配当金271,281千円の支払い

を実施したことにより、前事業年度末比81,123千円増加の15,982,137千円となりました。

　

(2) 経営成績の分析

売上高は、(社)しんきん保証基金のシステム開発受託料が増加したこと等により、前年同期比674,500

千円増加の8,886,922千円となりました。

営業費用は、ソフトウエア償却費等の増加等により、同818,847千円増加の8,199,755千円となりまし

た。

営業外収益は定期預金等の受入利息等により、15,426千円を計上しましたが、営業外費用はリース支払

利息により、49,454千円を計上しました。

以上の結果、経常利益は同188,655千円減少の653,139千円となりました。
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税引前中間純利益は、契約解約損の特別損失の計上等により、同200,385千円減少の603,410千円とな

り、法人税、住民税及び事業税や法人税等調整額を計上した結果、中間純利益は同118,953千円減少の

352,404千円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当中間会計期間における現金及び現金同等物は、2,222,932千円と前年同期と比べ731,172千円の減少

となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益が603,410千円と前年同期と比べ200,385千

円減少しましたが、ソフトウエア償却費が増加したこと等により、前年同期と比べ167,247千円増加し、

2,116,730千円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻しによる収入が増加したこと等により、前年同

期と比べ3,591,141千円増加の1,883,749千円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出が増加したことにより、前年同期

と比べ3,252,799千円減少の△3,494,837千円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000

計 240,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年12月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 90,427 90,427 非上場
単元株制度を採用しておりま
せん。

計 90,427 90,427 ― ―

（注）当社の株式を譲渡するときは、定款第８条の規定により取締役会の承認が必要となります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ― 90,427― 4,500,000― 1,500,000
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

信金中央金庫 東京都中央区八重洲1丁目3番7号 45,906 50.77

京都中央信用金庫
京都府京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町
91番地

2,010 2.22

城北信用金庫 東京都荒川区荒川3丁目79番7号 1,228 1.36

城南信用金庫 東京都品川区西五反田7丁目2番3号 1,101 1.22

東京東信用金庫 東京都墨田区東向島2丁目36番10号 876 0.97

京都信用金庫
京都府京都市下京区四条通柳馬場東入立売東
町7番地

843 0.93

大阪信用金庫 大阪府大阪市天王寺区上本町8丁目9番14号 838 0.93

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町6丁目11番地 832 0.92

岡崎信用金庫 愛知県岡崎市菅生町字元菅41番地 787 0.87

尼崎信用金庫 兵庫県尼崎市開明町3丁目30番地 778 0.86

計 ― 55,199 61.04

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　90,427 90,427 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 90,427 ― ―

総株主の議決権 ― 90,427 ―
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② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

─ ─ ─ ― ─ ─

計 ─ ─ ― ─ ─

　

２ 【株価の推移】

当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間(平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の中間財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による中間監査を受けております。

　

３　中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。

　

　

　

１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,354,105 5,122,932 6,017,289

営業未収入金 1,700,159 1,985,523 1,988,321

商品及び製品 2,634 2,212 3,469

前払費用 130,009 141,774 78,316

繰延税金資産 126,790 119,910 98,240

その他 110,089 285,155 124,609

流動資産合計 8,423,790 7,657,509 8,310,247

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品（純額） 690,819 481,661 596,201

リース資産（純額） 1,161,327 3,594,050 1,199,643

その他（純額） 205,767 241,957 137,394

有形固定資産合計 ※1
 2,057,914

※1
 4,317,668

※1
 1,933,239

無形固定資産

ソフトウエア 4,041,226 3,677,247 4,324,656

リース資産 1,143,501 5,227,291 1,396,400

ソフトウエア仮勘定 ※2
 397,196

※2
 185,139

※2
 30,007

その他 113,559 112,905 113,177

無形固定資産合計 5,695,483 9,202,584 5,864,242

投資その他の資産

投資有価証券 900,000 1,300,000 1,100,000

長期前払費用 210,635 286,653 191,950

繰延税金資産 202,840 231,813 205,680

長期預金 2,800,000 － 1,200,000

その他 182,498 184,241 194,813

投資その他の資産合計 4,295,974 2,002,709 2,892,444

固定資産合計 12,049,373 15,522,961 10,689,926

資産合計 20,473,163 23,180,471 19,000,174
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(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 1,365,366 1,479,911 1,383,826

リース債務 2,360,503 593,510 88,190

未払金 89,990 85,999 91,269

未払法人税等 394,307 310,495 314,493

賞与引当金 233,124 230,862 173,061

その他 62,371 59,038 64,059

流動負債合計 4,505,663 2,759,817 2,114,901

固定負債

リース債務 110,365 3,849,732 470,056

退職給付引当金 468,327 505,735 469,677

役員退職慰労引当金 38,775 54,725 44,525

資産除去債務 － 28,323 －

固定負債合計 617,467 4,438,515 984,258

負債合計 5,123,130 7,198,333 3,099,159

純資産の部

株主資本

資本金 4,500,000 4,500,000 4,500,000

資本剰余金

資本準備金 1,500,000 1,500,000 1,500,000

資本剰余金合計 1,500,000 1,500,000 1,500,000

利益剰余金

利益準備金 90,000 90,000 90,000

その他利益剰余金

別途積立金 8,500,000 8,500,000 8,500,000

繰越利益剰余金 2,534,412 1,392,137 1,311,014

利益剰余金合計 11,124,412 9,982,137 9,901,014

自己株式 △1,774,380 － －

株主資本合計 15,350,032 15,982,137 15,901,014

純資産合計 15,350,032 15,982,137 15,901,014

負債純資産合計 20,473,163 23,180,471 19,000,174
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

営業収益 8,212,422 8,886,922 16,731,746

営業費用 7,380,908 8,199,755 14,971,840

営業利益 831,514 687,167 1,759,906

営業外収益 ※1
 23,260

※1
 15,426

※1
 43,870

営業外費用 ※2
 12,979

※2
 49,454

※2
 16,656

経常利益 841,795 653,139 1,787,120

特別利益 12 － 12

特別損失 ※3
 38,011

※3
 49,729

※3
 47,645

税引前中間純利益 803,796 603,410 1,739,486

法人税、住民税及び事業税 381,751 298,808 740,749

法人税等調整額 △49,312 △47,802 △23,602

法人税等合計 332,438 251,006 717,147

中間純利益 471,357 352,404 1,022,339
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,500,000 4,500,000 4,500,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 4,500,000 4,500,000 4,500,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,500,000 1,500,000 1,500,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 1,500,000 1,500,000 1,500,000

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 90,000 90,000 90,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 90,000 90,000 90,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 7,000,000 8,500,000 7,000,000

当中間期変動額

別途積立金の積立 1,500,000 － 1,500,000

当中間期変動額合計 1,500,000 － 1,500,000

当中間期末残高 8,500,000 8,500,000 8,500,000

繰越利益剰余金

前期末残高 3,698,695 1,311,014 3,698,695

当中間期変動額

剰余金の配当 △135,640 △271,281 △135,640

別途積立金の積立 △1,500,000 － △1,500,000

中間純利益 471,357 352,404 1,022,339

自己株式の消却 － － △1,774,380

当中間期変動額合計 △1,164,282 81,123 △2,387,681

当中間期末残高 2,534,412 1,392,137 1,311,014
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 10,788,695 9,901,014 10,788,695

当中間期変動額

剰余金の配当 △135,640 △271,281 △135,640

別途積立金の積立 － － －

中間純利益 471,357 352,404 1,022,339

自己株式の消却 － － △1,774,380

当中間期変動額合計 335,717 81,123 △887,681

当中間期末残高 11,124,412 9,982,137 9,901,014

自己株式

前期末残高 △1,774,380 － △1,774,380

当中間期変動額

自己株式の消却 － － 1,774,380

当中間期変動額合計 － － 1,774,380

当中間期末残高 △1,774,380 － －

株主資本合計

前期末残高 15,014,315 15,901,014 15,014,315

当中間期変動額

剰余金の配当 △135,640 △271,281 △135,640

中間純利益 471,357 352,404 1,022,339

自己株式の消却 － － －

当中間期変動額合計 335,717 81,123 886,698

当中間期末残高 15,350,032 15,982,137 15,901,014

純資産合計

前期末残高 15,014,315 15,901,014 15,014,315

当中間期変動額

剰余金の配当 △135,640 △271,281 △135,640

中間純利益 471,357 352,404 1,022,339

当中間期変動額合計 335,717 81,123 886,698

当中間期末残高 15,350,032 15,982,137 15,901,014
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 803,796 603,410 1,739,486

減価償却費 255,297 372,370 533,996

ソフトウエア償却費 732,183 1,100,172 1,538,300

長期前払費用償却額 12,452 30,946 38,041

退職給付引当金の増減額（△は減少） 53,370 36,058 54,720

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,150 10,200 15,900

賞与引当金の増減額（△は減少） 46,152 57,800 △13,910

受取利息及び受取配当金 △22,743 △13,161 △43,299

支払利息 12,931 49,454 16,608

有形固定資産除却損 1,468 2,641 9,803

リース資産除却損 72 5,869 72

ソフトウエア除却損 － － 183

ソフトウエア仮勘定除却損 － － 26

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17,580 －

営業債権の増減額（△は増加） 141,835 2,798 △146,326

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,970 1,256 4,135

営業債務の増減額（△は減少） 264,429 51,889 273,086

未払費用の増減額（△は減少） △17,379 △7,678 △8,353

未払又は未収消費税等の増減額 1,265 193,702 14,372

その他の資産の増減額（△は増加） △66,886 △65,440 △14,794

その他の負債の増減額（△は減少） △1,076 △9,691 △553

小計 2,232,288 2,440,179 4,011,496

利息及び配当金の受取額 21,145 21,432 36,689

利息の支払額 △12,931 △49,454 △16,608

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △291,019 △295,426 △736,415

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,949,483 2,116,730 3,295,162

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,400,000 △100,000 △1,400,000

定期預金の払戻による収入 1,000,000 2,700,000 1,700,000

貸付金の回収による収入 578 10,571 1,165

有形固定資産の取得による支出 △45,207 △113,981 △84,436

有形固定資産の除却による支出 △566 △1,412 △1,823

ソフトウエアの取得による支出 △573,995 △116,824 △1,492,936

ソフトウエア仮勘定の取得による支出 △323,733 △168,850 △30,007

その他の無形固定資産の取得による支出 △310 △102 △310

投資有価証券の取得による支出 △200,000 △200,000 △400,000

長期前払費用の取得による支出 △164,157 △125,649 △171,061

その他の支出 － － △12,902

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,707,392 1,883,749 △1,892,312

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △106,397 △3,223,556 △2,503,972

配当金の支払額 △135,640 △271,281 △135,640

財務活動によるキャッシュ・フロー △242,037 △3,494,837 △2,639,612

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 53 505,643 △1,236,762

現金及び現金同等物の期首残高 2,954,052 1,717,289 2,954,052

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 2,954,105

※1
 2,222,932

※1
 1,717,289
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(1) 有価証券

同左

(1) 有価証券

同左

　 (2) たな卸資産

評価基準は原価法（収

益性の低下による簿価切

下げの方法）によってお

ります。

商品及び製品

最終仕入原価法

(2) たな卸資産

同左

 

(2) たな卸資産

同左

 

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産（リース

資産を除く）

定率法を採用しており

ます。

なお、取得価額100千円

以上200千円未満の少額

減価償却資産について

は、一括３年償却の方法

により償却しておりま

す。

主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物

３～15年

器具及び備品

３～20年

(1) 有形固定資産（リース

資産を除く）

同左

 

(1) 有形固定資産（リース

資産を除く）

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (2) 無形固定資産（リース

資産を除く）

定額法を採用しており

ます。

なお、ソフトウェアに

ついては社内における利

用可能期間(５年)及び顧

客との利用契約（リース

資産を除く）による契約

年数に基づく定額法によ

り償却しております。

 

(2) 無形固定資産（リース

資産を除く）

同左

 

(2) 無形固定資産（リース

資産を除く）

同左

 

　 (3) 長期前払費用

定額法を採用しており

ます。

なお、耐用年数は２～

５年であります。

 

(3) 長期前払費用

定額法を採用しており

ます。

なお、耐用年数は２～

８年であります。

 
 

(3) 長期前払費用

同左

 

　 (4) リース資産

所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数

とし、残存価額をゼロと

する定額法を採用してお

ります。

 なお、所有権移転外

ファイナンス・リース

取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月

31日以前のリース取引

については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準

じた会計処理によって

おります。

 

(4) リース資産

同左

(4) リース資産

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

３　引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

従業員への賞与支給に

備えるため支給見込額の

うち当中間会計期間の負

担額を計上しておりま

す。

 

(1) 賞与引当金

同左

(1) 賞与引当金

従業員への賞与支給に

備えるため支給見込額の

うち当事業年度の負担額

を計上しております。

　 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務に基づき計上しており

ます。

なお、退職給付に係る

当中間会計期間末自己都

合要支給額を退職給付債

務とする方法によってお

ります。

 

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務に

基づき計上しておりま

す。

なお、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法

によっております。

　 (3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、当社

の内規に基づく当中間

会計期間末要支給額を

計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出

に備えるため、当社の内規

に基づく期末要支給額を計

上しております。

４  収益及び費用の計

上基準

完成工事高及び完成工事原

価の計上基準

　当中間会計期間末までの

進捗部分について成果の確

実性が認められるソフト

ウェア受託開発については

工事進行基準(進捗率の見

積りは原価比例法)を、その

他のソフトウェア受託開発

については工事完成基準を

適用しております。

(会計方針の変更)

　当中間会計期間から「工

事契約に関する会計基準」

(企業会計基準第15号 平成

19年12月27日)及び「工事

契約に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適

用指針第18号 平成19年12

月27日)を適用しておりま

す。

　この変更による損益への

影響額はありません。

完成工事高及び完成工事原

価の計上基準

　当中間会計期間末までの

進捗部分について成果の確

実性が認められるソフト

ウェア受託開発については

工事進行基準(進捗率の見

積りは原価比例法)を、その

他のソフトウェア受託開発

については工事完成基準を

適用しております。

完成工事高及び完成工事原

価の計上基準

　当事業年度末までの進捗

部分について成果の確実性

が認められるソフトウエア

受託開発については工事進

行基準(進捗率の見積りは

原価比例法)を、その他のソ

フトウエア受託開発につい

ては工事完成基準を適用し

ております。

(会計方針の変更)

　当事業年度から「工事契

約に関する会計基準」(企

業会計基準第15号 平成19

年12月27日)及び「工事契

約に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適

用指針第18号 平成19年12

月27日)を適用しておりま

す。

　この変更による損益への

影響額はありません。
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項目
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　中間キャッシュ・

フ ロ ー 計 算 書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)におけ

る資金の範囲

中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投

資としております。

同左 キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

としております。

６　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は、相殺

のうえ、流動資産の「そ

の他」に含めて表示し

ております。

消費税等の会計処理

同左

 

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

　

【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

─── (資産除去債務に関する会計基準等)

　当中間会計期間から、「資産除去債
務に関する会計基準」(企業会計基
準第18号 平成20年３月31日)及び
「資産除去債務に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準適用指針
第21号 平成20年３月31日)を適用し
ております。
　これにより、当中間会計期間の営業
利益、経常利益は、それぞれ1,492千
円減少しており、税引前中間純利益
は、19,073千円減少しております。ま
た、当会計基準の適用開始による資
産除去債務の変動額は28,323千円で
あります。

───
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)
　

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※1　有形固定資産の減価償却累計額

2,109,541千円

※1　有形固定資産の減価償却累計額

2,529,083千円

※1　有形固定資産の減価償却累計額

2,149,052千円

※2　システム構築に関する開発費に

ついては、「研究開発費等に係る会

計基準」(企業会計審議会　平成10年

３月13日)及び「研究開発費及びソ

フトウェアの会計処理に関する実務

指針」(日本公認会計士協会　会計制

度委員会報告第12号　平成11年３月

31日)に準拠し、今後自社提供するソ

フトウェアの完成するまでの開発費

をソフトウエア仮勘定に計上してお

ります。

※2　　　　　同左 ※2　　　　　同左

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※1　営業外収益の主なもの

受取利息 17,731千円

 

※1　営業外収益の主なもの

受取利息 6,637千円

 

※1　営業外収益の主なもの

受取利息 32,393千円

 
※2　営業外費用の主なもの

支払利息 12,931千円

 

※2　営業外費用の主なもの

支払利息 49,454千円

 

※2　営業外費用の主なもの

支払利息 16,608千円

 
 

※3　特別損失の主なもの

工具、器具及び 
備品除却損

1,468千円

リース資産除却
損

72千円

契約解約損 36,471千円

 

※3　特別損失の主なもの

資産除去債務会
計基準の適用に
伴う影響額

17,580千円

リース資産除却
損

5,869千円

契約解約損 23,637千円

 

※3　特別損失の主なもの

工具、器具及び 
備品除却損

9,803千円

ソフトウエア除
却損

183千円

契約解約損 37,559千円

 

　4　減価償却実施額

有形固定資産 254,915千円

無形固定資産 732,565千円

　4　減価償却実施額

有形固定資産 371,995千円

無形固定資産 1,100,547千円

　4　減価償却実施額

有形固定資産 535,883千円

無形固定資産 1,539,063千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 120,000 ― ― 120,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 29,573 ― ― 29,573

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 135,640 1,500.00平成21年３月31日 平成21年６月23日

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。
　

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 90,427 ― ― 90,427

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) ─ ― ― ─

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 271,281 3,000.00平成22年３月31日 平成22年６月22日

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。
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前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 120,000 ― 29,573 90,427
　

(変動事由の概要)

減少数の内訳は、次のとおりであります。

会社法第178条の規定による取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少  29,573株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 29,573 ― 29,573 ―
　

(変動事由の概要)

減少数の内訳は、次のとおりであります。

会社法第178条の規定による取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少  29,573株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 135,640 1,500.00平成21年３月31日 平成21年６月23日

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 271,281 3,000.00平成22年３月31日 平成22年６月22日

　
　
　
　

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日)

現金及び預金勘定 6,354,105千円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△3,400,000

現金及び
現金同等物

2,954,105千円

 

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成22年９月30日)

現金及び預金勘定 5,122,932千円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△2,900,000

現金及び
現金同等物

2,222,932千円

 

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年３月31日)

現金及び預金勘定 6,017,289千円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△4,300,000

現金及び
現金同等物

1,717,289千円

 
─── 　２　重要な非資金取引の内容

　当中間会計期間に新たに計上
したファイナンス・リース取引
に係る資産及び債務の額は、次
のとおりであります。
リース資産　 3,924,571千円
リース債務   4,141,725千円

───
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引(通常の売買処理に係る方法

に準じた会計処理によっているも

の)

 

(1) リース資産の内容

　　　　有形固定資産
　　　　　器具及び備品
　　　　無形固定資産
　　　　　ソフトウエア
 

(2) リース資産の減価償却の方法

　　　　 　

リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとする定額法を採用し

ております。

　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引(通常の売買処理に係る方法

に準じた会計処理によっているも

の)

 

(1) リース資産の内容

同左
 
 
 
 

(2) リース資産の減価償却の方法

　　　　 　

同左
 

　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引(通常の売買処理に係る方法

に準じた会計処理によっているも

の)

 

(1) リース資産の内容

同左
 
 
 
 

(2)リース資産の減価償却の方法

同左

 

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(通常の賃貸借

処理に係る方法に準じた会計処理に

よっているもの)

 

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(通常の賃貸借

処理に係る方法に準じた会計処理に

よっているもの)

 
 

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引(通常の賃貸借

処理に係る方法に準じた会計処理に

よっているもの)

 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額
(千円)

　 減価償却
累計額
相当額
(千円)

　 中間期末
残高
相当額
(千円)

器具及び
備品

　
1,514,387

　
821,758

　
692,628

ソフト
ウェア

　
4,182,530

　
2,691,486

　
1,491,044

合計 　 5,696,917　 3,513,244　 2,183,673

 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額
(千円)

　 減価償却
累計額
相当額
(千円)

　 中間期末
残高
相当額
(千円)

器具及び
備品

　
1,395,622

　
967,761

　
427,860

ソフト
ウェア

　
2,956,027

　
2,007,291

　
948,736

合計 　 4,351,649　 2,975,052　 1,376,596

 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

　

　
取得価額
相当額
(千円)

　 減価償却
累計額
相当額
(千円)

　 事業年度
末残高
相当額
(千円)

工具、器
具及び備
品

　
1,468,199

　
898,609

　
569,589

ソフト
ウェア

　
3,037,164

　
1,831,282

　
1,205,882

合計 　 4,505,364　 2,729,891　 1,775,472

 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 
１年内 834,703千円

１年超 1,491,375

合計 2,326,079

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

 
１年内 743,768千円

１年超 722,672

合計 1,466,440

 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

 
１年内 791,009千円

１年超 1,100,927

合計 1,891,936

 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 
支払リース料 536,285千円

減価償却費
相当額

506,890

支払利息
相当額

21,895

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 
支払リース料 424,491千円

減価償却費
相当額

398,875

支払利息
相当額

14,542

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

 
支払リース料 970,433千円

減価償却費
相当額

915,092

支払利息
相当額

39,931
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(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとする定額法に

よっております。

 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 

(5) 利息相当額の算出方法

　リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法に

よっております。

(5) 利息相当額の算出方法

同左

 

(5) 利息相当額の算出方法

同左

 

　

(金融商品関係)

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

  金融商品の時価等に関する事項

平成22年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　  (単位：千
円)

　 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 5,122,932 5,143,752 20,820

(2) 営業未収金 1,985,523 1,985,523 ─

(3) 関係会社社債 1,300,000 1,328,640 28,640

資産計 8,408,455 8,457,915 49,460

(1) 営業未払金 1,479,911 1,479,911 ─

(2) リース債務 4,443,242 4,504,569 61,327

負債計 5,923,153 5,984,480 61,327

　
(注１)金融商品の時価の算定方法に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金

取引先金融機関から提示された時価に基づき算定しております。

(2) 営業未収金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 関係会社社債

取引先金融機関から提示された時価に基づき算定しております。

負  債

(1) 営業未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(2) リース債務

元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。
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前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

  金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　  (単位：千
円)

　 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 6,017,289 6,036,749 19,460

(2) 営業未収金 1,988,321 1,988,321 ─

(3) 関係会社社債 1,100,000 1,121,890 21,890

(4) 長期預金 1,200,000 1,208,900 8,900

資産計 10,305,610 10,355,860 50,250

(1) 営業未払金 1,383,826 1,383,826 ─

負債計 1,383,826 1,383,826 ─

　
(注１)金融商品の時価の算定方法に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金

取引先金融機関から提示された時価に基づき算定しております。

(2) 営業未収金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 関係会社社債

取引先金融機関から提示された時価に基づき算定しております。

(4) 長期預金

取引先金融機関から提示された時価に基づき算定しております。

負  債

(1) 営業未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(追加情報)

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用しておりま

す。
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成21年９月30日)

１　時価のある有価証券

内容

 
中間貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

満期保有目的の債券

　社債

 
900,000

 
918,750

 
18,750

計 900,000 918,750 18,750

２　時価評価されていない主な有価証券

該当事項はありません。

　

当中間会計期間末(平成22年９月30日)

１  満期保有目的の債券

　  （単位：千円）

区分
中間貸借対照表日における
中間貸借対照表計上額

中間貸借対照表日に
おける時価

差額

時価が中間貸借対照表
計上額を超えるもの

1,300,000 1,328,640 28,640

時価が中間貸借対照表
計上額を超えないもの

─ ─ ─

合計 1,300,000 1,328,640 28,640

　

　

前事業年度末(平成22年３月31日)

１  満期保有目的の債券

　  （単位：千円）

区分
貸借対照表日における
貸借対照表計上額

貸借対照表日における時価 差額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

900,000 922,460 22,460

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

200,000 199,430 △570

合計 1,100,000 1,121,890 21,890

　

　

(デリバティブ取引関係)

前中間会計期間末(平成21年９月30日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。

　
当中間会計期間末(平成22年９月30日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。

　
前事業年度末(平成22年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

前中間会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　
(企業結合等関係)

前中間会計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

当中間会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当中間会計期間末(平成22年９月30日)

資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの

当中間会計期間における総額の増減は次のとおりであります。

前事業年度末残高(注) 　 28,022千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 　 ─ 〃

その他増減額(△は減少) 　 301 〃

当中間会計期間末残高 　 28,323千円

(注)　「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を、当中間会計期間から適用して

いるため、前事業年度の末日における残高に代えて、当中間会計期間の期首における残高を記載しておりま

す。

　

(賃貸等不動産関係)

当中間会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)
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該当事項はありません。

　

前事業年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

当社は、単一セグメントのため該当事項はありません。

　

【関連情報】

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１.製品及びサービスごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

　 外部顧客への売上高

全国信用金庫データ通信システムサービスに係る利用料金 904,638

ＣＤオンライン提携システムサービスに係る利用料金 1,516,207

しんきん共同自動通知システムサービスに係る利用料金 1,443,610

(社)しんきん保証基金業務受託に係る収益 1,149,162

しんきんインターネットバンキングシステムサービスに係る利用料金 1,381,617

その他 2,491,686

合計 8,886,922

　

２.地域ごとの情報

（１）売上高

本邦以外の外部顧客への売上がないため、地域ごとの売上高の記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

　

３.主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高

(社)しんきん保証基金 1,150,871

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。
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　(追加情報)

　当中間会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日)を適用しております。

　

(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 169,750.55円
　

１株当たり純資産額 176,740.77円
　

１株当たり純資産額 175,843.66円
　

１株当たり
中間純利益金額

5,212.58円
　

１株当たり
中間純利益金額

3,897.11円
　

１株当たり
当期純利益金額

11,305.69円
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 
(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 15,350,032 15,982,137 15,901,014

普通株式に係る純資産額(千円) 15,350,032 15,982,137 15,901,014

差額の主な内訳（千円） ― ─ ─

普通株式の発行済株式数(株) 120,000 90,427 90,427

普通株式の自己株式数(株) 29,573 ─ ─

1株当たり純資産額の算定に用いられ

た普通株式の数(株)
90,427 90,427 90,427

　
２　１株当たり中間(当期)純利益金額

　
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 471,357 352,404 1,022,339

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─ ─

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円)

471,357 352,404 1,022,339

普通株式の期中平均株式数(株) 90,427 90,427 90,427
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第26期)

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

　
平成22年６月23日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

平成２１年１２月９日

株式会社　しんきん情報システムセンター

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人 　 　 　
　

指定有限責任社員
公認会計士 樽本　修平 ㊞

　
業務執行社員 　
指定有限責任社員

公認会計士 大竹　 栄 ㊞
　

業務執行社員 　
　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている株式会社しんきん情報システムセンターの平成２１年４月１日から平成

２２年３月３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当

監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社しんきん情報システムセンターの平成２１年９月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

　
以　　上

　
 

１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化されたものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の中間監査報告書
　

平成２２年１２月９日

株式会社　しんきん情報システムセンター

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人 　 　 　
　

指定有限責任社員
公認会計士 樽本　修平 ㊞

　
業務執行社員 　
指定有限責任社員

公認会計士 大竹　 栄 ㊞
　

業務執行社員 　
指定有限責任社員

公認会計士 湯浅　信好 ㊞
　

業務執行社員 　
　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理

の状況」に掲げられている株式会社しんきん情報システムセンターの平成２２年４月１日から平成

２３年３月３１日までの第２７期事業年度の中間会計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当

監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社しんきん情報システムセンターの平成２２年９月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

　
以　　上

　
 

１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化されたものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管している。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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